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１. 14年 9月中間期の連結業績(平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日)
(1)連結経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 14年 9月中間期 220,965 7.5 4,896 58.6 4,436 40.5
 13年 9月中間期 205,516 5.0 3,087 △ 42.4 3,156 △ 34.6
 14年 3月期 404,294 3,409 4,724

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

 14年 9月中間期 5,346 3,620.1 27.26 22.36
 13年 9月中間期 143 - 0.73 0.67
 14年 3月期 △ 1,872 △ 9.54 -
(注) ①持分法投資損益 14年 9月中間期  838 百万円   13年 9月中間期  885 百万円   14年 3月期  1,304 百万円

②期中平均株式数(連結) 14年 9月中間期  196,156,058 株   13年 9月中間期  196,158,556 株   14年 3月期  196,157,137 株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

 14年 9月中間期 461,667 102,253 22.1 521.30
 13年 9月中間期 461,829 98,032 21.2 499.76
 14年 3月期 479,261 99,945 20.9 509.53
(注) 期末発行済株式数(連結) 14年 9月中間期  196,151,447 株   13年 9月中間期  196,158,737 株   14年 3月期  196,152,923 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

 14年 9月中間期 5,478 △ 11,536 △ 335 40,268
 13年 9月中間期 3,631 △ 22,266 7,063 29,506
 14年 3月期 22,049 △ 30,103 13,485 46,849

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数  41 社    持分法適用非連結子会社数  1 社    持分法適用関連会社数  4 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結(新規)  1 社  (除外)  1 社    持分法(新規)  1 社  (除外)  0 社

２. 15年 3月期の連結業績予想( 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 )
　

百万円 百万円 百万円

440,000 7,700 6,000
(参考) 1株当たり予想当期純利益(通期)    30 円  59 銭

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。
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たり中間(当期)純利益

投資活動による



製品

部品等

製品

連結子会社 非連結子会社

光洋販売(株) KOYO DEUTSCHLAND GMBH KOYO ITALIA S.R.L. (ｲﾀﾘｱ)

KOYO CORPORATION (ﾄﾞｲﾂ) KOYO MANUFACTURING 

OF U.S.A. (ｱﾒﾘｶ) KOYO AUSTRALIA PTY. LTD. (PHILIPPINES) CORP. (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ)

SOCIETE DE MECANIQUE (ｵｰｽﾄﾗﾘｱ) KOYO ROLAMENTOS DO 

製品 D' IRIGNY S.A. (ﾌﾗﾝｽ) KOYO FRANCE S.A. (ﾌﾗﾝｽ) BRASIL LTDA. (ﾌﾞﾗｼﾞﾙ) 製品

KOYO MANUFACTURING KOYO (U.K.) LTD. (ｲｷﾞﾘｽ) 他16社

 (THAILAND) CO., LTD. (ﾀｲ) KOYO LATIN AMERICA, S.A.

KOYO STEERING  (ﾊﾟﾅﾏ) 関連会社

(THAILAND) CO., LTD. (ﾀｲ) KOYO SINGAPORE BEARING SONA KOYO STEERING 

KOYO STEERING DIJON PTE. LTD. (ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ) SYSTEMS LTD. (ｲﾝﾄﾞ)

SAINT ETIENNE S.A.S. (ﾌﾗﾝｽ) THAI KOYO CO., LTD. (ﾀｲ) 他5社

EUROPA-KOYO B.V.  (ｵﾗﾝﾀﾞ) 他7社

製品 製品 製品

製品 連結子会社 非連結子会社 連結子会社 製品

KOYO ROMANIA S.A. (ﾙｰﾏﾆｱ) 栄光精密大連有限公司 (中国) KOYO BEARINGS 

(EUROPE) LTD. (ｲｷﾞﾘｽ)

連結子会社 非連結子会社

ダイベア(株)＊1 光洋熱処理(株) トキオ精工(株) 他1社 原材料

宇都宮機器(株) 無錫光洋軸承有限公司 (中国)

日本ニードルローラー製造(株) 他2社 関連会社

光洋メタルテック(株)＊2 (株)ナカテツ 部品等

(株)タイホー 他2社

連結子会社 非連結子会社

製品 光洋機械工業(株) KOYO MACHINERY U.S.A., コーキ・クリエイト(株) 他3社 製品

光洋サーモシステム(株) INC. (ｱﾒﾘｶ)

光洋シーリングテクノ(株)

製品 連結子会社 非連結子会社 関連会社

HYDROPERFECT 無錫光洋機床有限公司 (中国) T&K AUTOPARTS SDN. BHD.

INTERNATIONAL S.A. (ﾌﾗﾝｽ) 他3社 (ﾏﾚｰｼｱ)

製品

連結子会社

製品 非連結子会社 光洋電子工業(株)

TAIWAN KOYO ELECTRONICS 製品

INDUSTRIES CO., LTD. (台湾) 連結子会社

製品 AUTOMATIONDIRECT.COM

INC. (ｱﾒﾘｶ)

製品 関連会社 部品等

富士機工(株)

連結子会社

KOYO DELAWARE INC. (ｱﾒﾘｶ)

パートナーシップ

製品 関連会社 部品等

TRW KOYO STEERING 

SYSTEMS CO. (ｱﾒﾘｶ) サービス関係その他

連結子会社 非連結子会社

KOYO STEERING EUROPE コーヨーサービス(株) 他10社

S.A.S. (ﾌﾗﾝｽ) 関連会社

(株)久永

 ＊1 (株)大阪証券取引所市場第2部に上場しております。

 ＊2 平成14年10月1日付にて、光洋精圧(株)と伊勢精機(株)が合併したことにより、光洋メタルテック(株)が発足しております。
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 経 営 方 針  

 
 
１．経営の基本方針 

 
当社グループは、 
①マーケットから発想し、最高の技術・品質・サービスを提供する。 
②新しい価値を創造し、企業価値を高め、豊かな人間社会づくりを志向する。 

③人を活かし、一人ひとりの可能性と働きがいを大切にする。 
 以上を経営の基本姿勢として、ベアリング、ステアリング、その他多彩な商品群の開発を通じて、 
グローバル優良企業としての地位を確保するとともに、地球環境の保全と国際社会への貢献を目指 

してまいります。 

 
 
２．中長期経営戦略 

 
 当社グループは、総合力を高め、環境変化に対応した事業の成長性と安定した収益性の確保を図 

るため、重点的な資源配分を行うとともに、さらに徹底した構造改革を引き続き進めてまいります。 
   ベアリング部門につきましては、 
①重点分野の商品戦略の展開 

②技術開発力の強化 
③グローバル供給・調達体制の構築 
④品質・コスト競争力の確保 

  ステアリング部門につきましては、グローバルシステムサプライヤーとして、 
①省エネステアリングシステムに代表される先端技術の開発力強化 
②グローバル開発･生産･調達体制の強化 

③市場優位の製品開発（コスト･性能･品質） 
 その他の部門につきましては、ベアリング製造で培った精密加工技術をもとに、多様な商品展開 
を図り、当社グループの優位性を活かした事業の選択と集中を行ってまいります。 

 
 
３．利益配分に関する基本方針 

 
 当社は、安定的な配当の継続および今後の事業展開のための内部留保の充実を基本として、業績 
および配当性向等を総合的に勘案し、株主の皆様のご期待におこたえしてまいりたいと考えており 

ます。 

 
 
４．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

 
当社株式投資単位の引下げにつきましては、今後、株式市場の動向や当社の業績および株価等を 

総合的に考慮し、慎重に検討を進めてまいる所存であります。 
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 経 営 成 績  

 

１. 当中間期の概況 

当中間期におけるわが国経済は、米国・アジア向けを中心に輸出が増加したなかで、調整局面も一巡し回

復軌道を辿るかに思われましたが、依然として個人消費は力強さに欠け、設備投資も低調な状況が続くなど、

全体として緩慢な足取りで推移いたしました。 

海外におきましては、自動車販売台数の増加などに見られるように個人消費が景気を支えた米国経済は比

較的堅調ではありましたものの、欧州経済は極めてゆるやかな回復にとどまりました。 

このような経営環境のなかで、当社グループといたしましては生産体制の一層の効率化に努めるとともに、

品質管理体制の強化および販売体制の整備に取り組んでまいりました結果、当中間期の連結売上高は

２,２０９億６５百万円と前年同期に比べ１５４億４９百万円、率にして７.５％の増収となりました。 

 製品部門別に見ますと、 

 ベアリング部門では、１,０４９億１７百万円と前年同期に比べ３.５％の伸びとなりました。 国内は一般

市販向けが低調であったことから前年同期なみにとどまりましたが、海外においては北米を中心として増収

となりました。 

ステアリング部門では、省エネルギー対応型製品の販売拡大にともない、主に欧州において順調な伸びを

示し８８７億９６百万円と前年同期比２０.７％の増収となりました。 

その他の部門では、工業炉等が減少し２７２億５１百万円と前年同期比１０.９％の減収となりました。 

収益面につきましては、売上高の増加やコスト削減の効果などにより連結経常利益は４４億３６百万円  

と前年同期に比べ４０.５％の増益となりました。 また連結中間純利益は厚生年金基金の代行部分返上益を

計上したことなどもあり５３億４６百万円となりました。 

連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは５４億７８百万円の資金

の増加であり、前年同期に比べ１８億４７百万円の増加となりました。 また、投資活動によるキャッシュ・

フローは１１５億３６百万円の資金の減少であり、固定資産の取得による支出が減少したことなどにより前

年同期に比べ１０７億３０百万円の増加となりました。 一方、財務活動によるキャッシュ・フローは 

３億３５百万円の資金の減少であり、前年同期に比べ７３億９９百万円の減少となりました。これらに新規

連結に伴う増加額および換算差額の減少を加減算しました結果、当中間期末における現金及び現金同等物  

は４０２億６８百万円となり、前年同期に比べ１０７億６１百万円の増加となりました。 

 当期の中間配当金につきましては、１株につき３円とさせていただきます。 

 

２. 通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、米国経済の動向をはじめ世界経済の情勢を見わたしますと、株価や原油価

格の動きなど不安定要因は多く、また国内におきましても個人消費や設備投資等の内需拡大には引き続き懸

念材料が残るなど、さらに不透明感の強い状況が続くものと予想されます。 

このような状況に対処するため、顧客ニーズおよび地球環境保全に適応した製品の技術開発や品質管理体

制の充実を図ってまいりますとともに、より一層のコスト競争力強化に取り組み、経営環境の変化に対応で

きる強固な収益基盤の確立に努めてまいります。 

通期の業績につきましては、連結売上高４,４００億円、連結経常利益７７億円、連結当期純利益６０億円

を見込んでおります。 
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 中 間 連 結 貸 借 対 照 表  

  (単位 百万円)  

 
科          目 

当  中 間 期 

(14.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(13.9.30 現在) 

前         期 

(14.3.31 現在) 

 （資 産 の 部）    

  流 動 資 産      ２４１,６７６      ２３８,０４６      ２４８,８２０ 

    現 金 及 び 預 金       ４０,６８９       ２８,０５５       ４３,２３８ 

    受 取手形及び売掛金      １１３,０２６      １０９,１６８      １０３,５８６ 

    有 価 証 券            １５２         ２,０３０         ４,１４９ 

    棚 卸 資 産        ６９,５２０        ８１,１２６        ７８,５８５ 

    繰 延 税 金 資 産          ４,９３１          ４,９１２          ４,６６７ 

    そ の 他        １３,８７４        １３,３４１        １５,２５６ 

    貸 倒 引 当 金     △      ５１８     △      ５８８     △      ６６４ 

  固 定 資 産      ２１９,９９０      ２２３,７８２      ２３０,４４１ 

   有 形 固 定 資 産      １７０,２２４      １７３,７３４      １７７,０３１ 

    建 物 及 び 構 築 物        ４４,２６５        ４４,６５９        ４５,５６７ 

    機 械装置及び運搬具        ８４,１６９        ８３,７２６        ９０,０１３ 

    工 具 器 具 備 品          ６,０３７          ５,９６１          ５,９３９ 

    土                  地        ２７,３８８        ２７,１７０        ２７,４７０ 

    建 設 仮 勘 定          ８,３６２        １２,２１５          ８,０４１ 

   無 形 固 定 資 産          １,７６０          １,３２０          １,４３２ 

    連 結 調 整 勘 定                 －               １８               － 

    そ の 他          １,７６０          １,３０２          １,４３２ 

   投資その他の資産        ４８,００５        ４８,７２７        ５１,９７７ 

     投 資 有 価 証 券        ２６,１３３        ２４,００５        ２６,１６２ 

     出 資 金          ８,７４６          ８,２３０          ９,３１７ 

    長 期 貸 付 金          １,０２９            ９１４          １,０２２ 

     繰 延 税 金 資 産        １０,９２４        １４,５５９        １３,９８６ 

    そ の 他          ２,６１７          ３,０６７          ２,９２３ 

    貸 倒 引 当 金     △     ４１４     △     ３９２     △     ３９９ 

    投 資 損 失 引 当 金     △   １,０３２     △   １,６５６     △   １,０３６ 

  繰 延 資 産                 －                 １                 － 

   資     産     合     計      ４６１,６６７      ４６１,８２９      ４７９,２６１ 

（注）                                     当中間期           前年中間期             前    期 

  １．受取手形割引高                 １,５１０百万円    １,３０２百万円    １,１４６百万円 

 ２．受取手形裏書譲渡高                  ４８百万円       ６７百万円          ６３百万円 

 ３．有形固定資産の減価償却累計額  ３５３,９３１百万円  ３４０,３５０百万円  ３５２,４８７百万円 

 ４．保証債務                          １,６００百万円      ２,２７８百万円      ３,０３８百万円 

     経営指導念書差入                     ３７５百万円         ４９４百万円         ５３１百万円 

 ５．自己株式の数                    ２３,７３７株             ４４７株          ６,２６１株 
 ６．連結子会社の所有する 
          親会社株式の数             －株        １６,０００株        １６,０００株 
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                                              (単位 百万円)   

 
    科          目 

当  中 間 期 

(14.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(13.9.30 現在) 

前         期 

(14.3.31 現在) 

 

 （負 債 の 部）     

  流  動  負  債       ２３５,１４３       ２２４,８６７       ２５３,０７５  

    支 払手形及び買掛金         ８２,４１３         ８９,９７５         ９５,６８８  

    短 期 借 入 金         ８５,５６１         ８４,５３０         ８３,３５１  

    一年以内返済長期借入金          ５,８６９          ５,３５６          ４,７２６  

     一 年 以 内 償 還 社 債       ５,０００      １０,０００        １５,０００  

    一年以内償還転換社債      １９,９９９              －        １９,９９９  

     未 払 金         １１,２３８         １２,１０５         １２,４０９  

    未 払 費 用         １８,３６１         １８,１６３         １６,４８８  

    未 払 法 人 税 等           ３,６２９           １,３０２           １,９０８  

    そ の 他           ３,０６８           ３,４３４           ３,５０２  

  固  定  負  債       １１５,５５６       １２９,８７１       １１７,１７１  

     社                  債         ３０,０００         ２５,０００         ２０,０００  

     転 換 社 債         ２０,０００         ３９,９９９         ２０,０００  

     長 期 借 入 金         ２３,２０６         １４,７７０         ２７,０４４  

     繰 延 税 金 負 債           １,１８６           １,２６８           １,２０６  

     退 職 給 付 引 当 金         ３８,３８７         ４６,９３０         ４６,９２７  

     役 員退職慰労引当金              ９７８           １,２０２           １,３２６  

     連 結 調 整 勘 定              ２１０                  －                  ５  

     そ の 他           １,５８７             ６９９             ６６１  

   負    債    合    計       ３５０,６９９       ３５４,７３８       ３７０,２４７  

   少 数 株 主 持 分           ８,７１４           ９,０５８           ９,０６８  

 （資 本 の 部）     

  資         本         金          ２５,８９３         ２５,８９３         ２５,８９３  

  資 本 剰 余 金         ６０,６６４         ６０,６６４         ６０,６６４  

  利 益 剰 余 金         ２２,３６７         ２０,１３８         １７,５３３  

  その他有価証券評価差額金          ２,６１０          ２,０２０           ２,９１２  

  為 替 換 算 調 整 勘 定     △    ９,２６９     △  １０,６７４     △   ７,０４６  

  自 己 株 式     △        １３     △        １０     △        １３  

   資   本   合   計       １０２,２５３        ９８,０３２         ９９,９４５  

   負債､少数株主持分及び資本合計       ４６１,６６７       ４６１,８２９       ４７９,２６１  

 

 

 

 



－   － ６

 

 中 間 連 結 損 益 計 算 書  

                                           (単位 百万円) 

  

   科           目 

当 中 間 期 

14.4. 1 から 

14.9.30 まで 

前 年中間期 

13.4. 1 から 

13.9.30 まで 

前    期 

13.4. 1 から 

14.3.31 まで 

 

      

    売 上 高    ２２０,９６５    ２０５,５１６    ４０４,２９４  

    売 上 原 価    １８５,５５９    １７３,１９８    ３４１,９３７  

      売  上  総   利   益       ３５,４０６      ３２,３１８      ６２,３５６  

    販売費及び一般管理費      ３０,５１０      ２９,２３０      ５８,９４６  

      営 業 利 益         ４,８９６        ３,０８７        ３,４０９  

    営 業 外 収 益     

      受 取 利 息 配 当 金          ２３６          ２８０          ５９９  

      持分法による投資利益          ８３８          ８８５        １,３０４  

      雑    収    入          ７０９          ９４６        ３,５８２  

    営 業 外 費 用     

      支 払 利 息        １,６３４        １,８９９        ３,６０７  

      雑    損    失          ６０８          １４２           ５６５  

      経 常 利 益        ４,４３６       ３,１５６       ４,７２４  

    特 別 利 益     

      固 定 資 産 売 却 益                  １５８ ３１７ ３６８  

      厚生年金基金代行部分返上益           ８,８７９               － －  

      そ の 他                          １２７             ７５ ４８８  

    特 別 損 失     

      固 定 資 産 除 却 損             ８４９      ２２７  ５３２  

      有 価 証 券 等 評 価 損                ２８     １,５０３ ２,１４１  

      そ の 他                          ９２１           ７７１ ２,３６３  

      税金等調整前中間(当期)純利益       １１,８０１        １,０４７           ５４３  

    法人税､住民税及び事業税        ３,６４６        １,２５１        ２,８５６  

    法 人 税 等 調 整 額        ２,９２１    △     ５０８    △     ４７５  

    少 数 株 主 利 益    △     １１３           １６１ ３４  

      中 間 （当期）純利益         ５,３４６           １４３    △  １,８７２  

 

 

 



－   － ７

 

 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書  

                                                (単位 百万円)  

  

科       目 

当 中 間 期 

14.4. 1 から 

14.9.30 まで 

前年中間期 

13.4. 1 から 

13.9.30 まで 

前    期 

13.4. 1 から 

14.3.31 まで 

 

      

 (資本剰余金の部)    

     

  資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ６０,６６４ ６０,６６４ ６０,６６４ 

     

 資本剰余金中間期末(期末)残高 ６０,６６４ ６０,６６４ ６０,６６４ 

     

 (利益剰余金の部)    

     

  利 益 剰 余 金 期 首 残 高 １７,５３３ ２２,０９７ ２２,０９７ 

     

  利 益 剰 余 金 増 加 高   ５,７７１         １４３         － 

    中 間 ( 当 期 ) 純 利 益      ５,３４６         １４３         － 

    ルーマニア連結子会社のインフ 

    レーション会計に基づく増加額 
        ４２４          －         － 

     

  利 益 剰 余 金 減 少 高      ９３８      ２,１０２   ４,５６３ 

    配      当      金     ５８８     ５８８   １,１７６ 

    役 員 賞 与      ２５２      ２７１      ２７１ 

    連結子会社の増加に伴う減少額        ８１   １,２４２   １,２４２ 

    持分法適用会社増加に伴う減少額           １５              －          － 

    中 間 ( 当 期 ) 純 損 失          －          －   １,８７２ 

                   

 利益剰余金中間期末(期末)残高 ２２,３６７ ２０,１３８ １７,５３３ 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－   － ８

 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書  

                                                                                  (単位 百万円) 

 
 

科        目 

当 中 間 期 
14.4. 1 から 

14.9.30 まで 

前年中間期 
13.4. 1 から 

13.9.30 まで 

前   期 
13.4. 1 から 

14.3.31 まで 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

   税金等調整前中間(当期)純利益  １１,８０１   １,０４７   ５４３  

   減価償却費  １２,０１１   １１,７４９   ２３,３８７  

   有価証券売却益 △ １   －  △ ９  

   退職給付引当金の増加額（△減少額） △ ８,５３５   ２９４   ８２  

   持分法による投資利益 △ ８３８  △ ８８５  △ １,３０４  

   売上債権の減少額（△増加額） △ １０,１１２   １,９８８   １１,４４７  

   棚卸資産の減少額  ８,１３１   ９６９   ６,１８０  

   仕入債務の減少額 △ ９,９４４  △ ９,７１８  △ １１,５６１  

   受取利息配当金 △ ２３６  △ ２８０  △ ５９９  

   支払利息  １,６３４   １,８９９   ３,６０７  

   役員賞与の支払額 △ ２８８  △ ３１３  △ ３１３  

   その他  ５,１９７   ２,０６８  △ ２,９１８  

       小    計  ８,８２０   ８,８２０   ２８,５４０  

   利息及び配当金の受取額  ２９７   １,１１１   ２,５７５  

   利息の支払額 △ １,７１５  △ １,９７８  △ ３,７２４  

   法人税等の支払額 △ １,９２３  △ ４,３２２  △ ５,３４２  

  営業活動によるキャッシュ・フロー  ５,４７８   ３,６３１   ２２,０４９  

          

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

   定期預金の預入による支出 △ ２８６  △ ２８２  △ ６４３  

   定期預金の払戻による収入  ２５３   ４４８   ８５０  

   有価証券の取得による支出 △ ６１  △ ５９  △ １１９  

   有価証券の売却による収入  ５９   １,０６３   １,１２３  

   固定資産の取得による支出 △ １５,６５３  △ １９,９７８  △ ２８,６６０  

   固定資産の売却による収入  ４,７２１   ８５３   １,２７１  

   投資有価証券の取得による支出 △ ５５８  △ ３,６５４  △ ５,１２６  

   貸付による支出 △ ２６  △ ２５４  △ ２７８  

   貸付金の回収による収入  ８７   ２３１   ３７９  

   その他 △ ７２  △ ６３４   １,１００  

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ １１,５３６  △ ２２,２６６  △ ３０,１０３  

          

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

   短期借入金の純増加額  ２,５９４   ７,９３０   ３,８３６  

   長期借入による収入  １,４７３   ２,１２６   １７,２７６  

   長期借入金の返済による支出 △ ３,７５０  △ ２,１８７  △ ６,１７５  

   社債の発行による収入  １０,０００   －   －  

   社債の償還による支出 △ １０,０００   －   －  

   ファイナンス・リース債務の返済による支出  －  △ １０５  △ １６１  

   自己株式の増加額 △ ５  △ ０  △ ２  

   親会社による配当金の支払額 △ ５８８  △ ５８８  △ １,１７６  

   少数株主への配当金の支払額 △ ６０  △ １１１  △ １１１  

  財務活動によるキャッシュ・フロー △ ３３５   ７,０６３   １３,４８５  

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ２３８   ７１   ４１１  

 Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） △ ６,６３１  △ １１,５００   ５,８４２  

 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  ４６,８４９   ４０,４９０   ４０,４９０  

 Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  ４９   ５１６   ５１６  

 Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  ４０,２６８   ２９,５０６   ４６,８４９  

 

 



－   － ９

 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる事項  

 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数は４１社(国内１６社、海外２５社)であり、これらはいずれも主要な子会社 
であります。 
  主要会社名  ダイベア(株)、光洋電子工業(株)、光洋機械工業(株)、光洋販売(株)、 

              光洋サーモシステム(株)、光洋シーリングテクノ(株)、 
              KOYO CORPORATION OF U.S.A.(ｱﾒﾘｶ)、KOYO BEARINGS(EUROPE) LTD.(ｲｷﾞﾘｽ) 
なお、光洋軸承大連有限公司(中国)は、前期において連結子会社でありました光洋(大連)精 

密軸承有限公司(中国)を吸収合併したため、当中間期より連結の範囲に含めております。 
 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社１社（KOYO ITALIA S.R.L.(ｲﾀﾘｱ)）および関連会社４社(富士機工(株)、SONA 
KOYO STEERING SYSTEMS LTD.(ｲﾝﾄﾞ)、TRW KOYO STEERING SYSTEMS CO.(ｱﾒﾘｶ)、KENTUCKY  
ADVANCED FORGE, LLC(ｱﾒﾘｶ)）に対する投資について持分法を適用しております｡ 

なお、当中間期より、KENTUCKY ADVANCED FORGE, LLC(ｱﾒﾘｶ)について、重要性が増したため 
持分法適用会社に含めております。 
 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
中間連結決算日との間に生じた主要取引の調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 
    (1)  重要な資産の評価基準及び評価方法 
         有価証券のうち、時価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価 

         法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)で、時価 
         のないものについては、移動平均法による原価法であります｡ 

棚卸資産は主として移動平均法による原価法であります｡ 

          
    (2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法 
         有形固定資産・・・主として定率法 

                           ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物 (建物附属設備を除 
                           く｡)については、定額法を採用しております。 
         無形固定資産・・・定額法 

                           なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期 
                           間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
    (3)  重要な引当金の計上基準 

      (a)  貸倒引当金 
           中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒 

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 

不能見積額を計上しております。 
      (b)  投資損失引当金 
           非連結子会社および関連会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を計 

           上しております｡ 
      (c)  退職給付引当金 
          従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に 

           基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
      (d)  役員退職慰労引当金 
           当社および一部の子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末 

要支給額のうち、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
    (4) リース取引の処理方法 
         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

         については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
    (5) 消費税等の会計処理 
       税抜方式 



－   － １０

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

    (1) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
        中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、 
        随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な 
        リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっており 
        ます。 
(2) 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 
                            当 中 間 期   前年中間期   前       期  
現金及び預金勘定 ４０,６８９百万円 ２８,０５５百万円 ４３,２３８百万円 
有価証券勘定 １５２百万円 ２,０３０百万円 ４,１４９百万円 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △     ４５２百万円 △     ４５９百万円 △     ４１８百万円 
株式及び償還期間が３ヶ月を超える債券等                           △     １２１百万円 △     １１９百万円 △     １２０百万円 
現金及び現金同等物 ４０,２６８百万円 ２９,５０６百万円 ４６,８４９百万円 

 

(追加情報) 
  １.厚生年金基金の代行部分の返上について 
     当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成１４年５月１６日 
付で厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。 

     なお、当社は、｢退職給付会計に関する実務指針(中間報告)｣(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 
１３号) 第４７-２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務お 
よび返還相当額の年金資産の消滅を認識しております。 

 ２.中間連結貸借対照表及び中間連結剰余金計算書 
     中間連結財務諸表規則の改正により、当中間期における中間連結貸借対照表の資本の部および中間連結 
剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 
なお、前年中間期および前期についても改正後の表示区分に組み替えております。 

 
 
 

 リ ー ス 取 引 

 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額    (単位  百万円) 

 
当中間期 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) 

前年中間期 

(平成 13 年 9 月 30 日現在) 

前     期 

 (平成 14 年 3 月 31 日現在) 

 
取 得 価 額 

相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

中 間 期 末 

残高相当額 

取 得 価 額

相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

中 間 期 末 

残高相当額 

取 得 価 額

相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

期 末 残 高 

相 当 額 

機 械 装 置 

及び運搬具 
5,577 523 5,053 1,135 290 844 1,129 357 772 

工 具 器 具 

備 品 
2,650 1,496 1,153 3,520 2,114 1,405 3,585 2,280 1,305 

合 計 8,228 2,020 6,207 4,655 2,405 2,250 4,715 2,637 2,078 

 
② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額   
  当 中 間期 前年中間期 前      期 
 １   年   内 １,０４６百万円  ６６２百万円  ６３５百万円 
 １   年   超 ５,１７０百万円  １,６０２百万円 １,４５２百万円 
 （合        計） (６,２１７百万円) (２,２６５百万円) (２,０８８百万円) 
 なお、取得価額相当額および未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、有形固定資産の中間期末 
(期末)残高等に占める未経過リース料中間期末(期末)残高の割合が低いため、支払利子込み法によっ 
ております。 
    
③ 支払リース料及び減価償却費相当額   
  当 中 間期 前年中間期 前      期 
 支  払  リ  ー  ス  料 ４４３百万円  ３７４百万円  ７２３百万円 
 減 価 償 却 費 相 当 額 ４４３百万円  ３７４百万円  ７２３百万円 
 
④ 
 
減価償却費相当額の算出方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお 
 ります。 
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 有 価 証 券  

 

 

当中間期（平成１４年９月３０日現在） 

 

１.その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

  (１)株   式 ６,８３９ １１,３４８ ４,５０８ 

  (２)債   券    

国債・地方債等 － － － 

社          債 １２１ １３０ ９ 

そ    の    他 １１９ １１９ △       ０ 

  (３)そ の 他 ２９９            ２６８ △     ３１ 

合   計 ７,３７９ １１,８６６         ４,４８６ 

 

２.時価評価されていない主な有価証券         （単位 百万円） 

種      類 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２７４ 
 マネー・マネージメント・ファンド ３０ 

 優先出資証券 １,０００ 

合   計 １,３０４ 

 

 

 

前年中間期（平成１３年９月３０日現在） 

 

１.その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

  (１)株   式 ７,３２９ １０,８２５ ３,４９５ 

  (２)債   券    

国債・地方債等 － － － 

社          債 １２１ １３６ １４ 

そ    の    他 １１９ １１９ ０ 

  (３)そ の 他 ３０７ ２６９ △     ３８ 

合   計 ７,８７７ １１,３５０ ３,４７２ 

 

２.時価評価されていない主な有価証券         （単位 百万円） 

種      類 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２６６ 
 マネー・マネージメント・ファンド ２１０ 

 公社債投信 １,７００ 

合   計 ２,１７６ 
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前期（平成１４年３月３１日現在） 

 

１.その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

  (１)株   式 ６,８４６ １１,８７９ ５,０３３ 

  (２)債   券    

国債・地方債等 － － － 

社          債 １２１ １３０ ９ 

そ    の    他 １１９ １１９ △       ０ 

  (３)そ の 他 ３０９ ２７５ △     ３３ 

合   計 ７,３９６ １２,４０５ ５,００９ 

 

２.時価評価されていない主な有価証券           （単位 百万円） 

種      類 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２８７ 

 マネー・マネージメント・ファンド ３０ 

 コマーシャルペーパー ３,９９８ 

 優先出資証券 １,０００ 

合   計 ５,３１７ 

 
 
 
 
 デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

 
当中間期 (平成１４年９月３０日現在) 
     
    該当事項はありません。 
 
  (注)ヘッジ会計を適用しているものは、開示の対象から除いております。 
 
 
前年中間期(平成１３年９月３０日現在) 
 
    評価損益相当額および契約額がともに少額であって重要性が乏しいため、時価および評価損益並びに 
    契約額の記載を省略しております。 
 
 
前期(平成１４年３月３１日現在) 
     
    該当事項はありません。 
 
  (注)ヘッジ会計を適用しているものは、開示の対象から除いております。 
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 セ グ メ ン ト 情 報  

 
 １．事業の種類別セグメント情報 

      下記の理由により記載を省略しております。 
       (1) 機械器具部品部門の売上高が、全セグメントの売上高合計の９０％超であるため。 
       (2) 機械器具部品部門の営業利益が、営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額の 

          ９０％超であるため。 
       (3) 機械器具部品部門の資産が、全セグメントの資産合計の９０％超であるため。 
 

 
 
 ２．所在地別セグメント情報 

      １４年９月中間期（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）       (単位 百万円) 

   
日本 

 
欧州 

 
北米 
その他 

の地域 

 
計 
消  去 
又  は 

全  社 

 
連   結 

  売上高及び営業損益         

   売    上    高         

  (1)外部顧客に対する売上高 123,100 64,029 22,441  11,394 220,965 - 220,965  

  (2)セグメント間の内部売上高 

    又 は 振 替 高 
38,368  999 608 2,076 42,052 (42,052) - 

 計 161,468 65,028 23,050 13,470 263,018 (42,052) 220,965  
   営  業  費  用 156,076 66,279 23,106 12,846 258,308 (42,239) 216,069  

     営  業  利  益 5,392 ( 1,250) (    56)     624 4,709 186  4,896  

(注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      ②各区分に属する主な国又は地域 

(1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
(2)北        米……アメリカ、カナダ 
(3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 

 
     １３年９月中間期（平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで）       (単位 百万円) 

   

日本 

 

欧州 

 

北米 
その他 

の地域 

 

計 

消  去 

又  は 
全  社 

 

連   結 

 

  売上高及び営業損益         

   売    上    高         
  (1)外部顧客に対する売上高 125,222 50,855 17,874 11,563 205,516 - 205,516  
  (2)セグメント間の内部売上高 

    又 は 振 替 高 
32,986 995 683 2,022 36,688 (36,688) - 

 

 計 158,208 51,851 18,558 13,586 242,205 (36,688) 205,516  
   営  業  費  用 155,166 50,900 18,928 13,005 238,000 (35,571) 202,429  

     営  業  利  益 3,042 950 (   369)     580 4,204 ( 1,117) 3,087  

  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      ②各区分に属する主な国又は地域 

        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
        (2)北        米……アメリカ、カナダ 
        (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
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     １４年３月期（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）         (単位 百万円) 

   
日本 

 
欧州 

 
北米 
その他 
の地域 

 
計 
消  去 
又  は 
全  社 

 
連   結 
 

  売上高及び営業損益         
   売    上    高         
  (1)外部顧客に対する売上高 250,212 97,457 34,464 22,158 404,294 - 404,294  

  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

68,637 1,836 1,269 3,937 75,681 (75,681) - 
 

 計 318,850 99,294 35,733 26,096 479,975 (75,681) 404,294  

   営  業  費  用 312,329 100,358 36,900 25,416 475,005 (74,120) 400,884  

     営  業  利  益 6,521 ( 1,064) ( 1,166) 680 4,970 ( 1,560) 3,409  
  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      ②各区分に属する主な国又は地域 
        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
        (2)北        米……アメリカ、カナダ 
        (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
 
 
 
 ３．海外売上高 
      海外売上高、連結売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります｡ 
 
１４年９月中間期（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで） 
 欧   州 北   米 その他の地域 計 
  ① 海外売上高 
  ② 連結売上高 

62,880 百万円 26,186 百万円 24,180 百万円 113,246 百万円 
220,965 百万円 

  ③ 連結売上高に占める 
     海外売上高の割合 

 
28.5％ 

 
11.9％ 

 
10.9％ 

 
51.3％ 

 (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ②各区分に属する主な国又は地域 
       (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
       (2)北        米……アメリカ、カナダ 
       (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
     ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
１３年９月中間期（平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで） 
 欧   州 北   米 その他の地域 計 
  ① 海外売上高 
  ② 連結売上高 

49,841 百万円 20,694 百万円 23,061 百万円 93,598 百万円 
205,516 百万円 

  ③ 連結売上高に占める 
     海外売上高の割合 

 
24.2％ 

 
10.1％ 

 
11.2％ 

 
45.5％ 

 (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ②各区分に属する主な国又は地域 
       (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
       (2)北        米……アメリカ、カナダ 
       (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
     ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
１４年３月期（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで） 
 欧   州 北   米 その他の地域 計 
  ① 海外売上高 
  ② 連結売上高 

95,509 百万円 40,263 百万円 47,068 百万円 182,841 百万円 
404,294 百万円 

  ③ 連結売上高に占める 
     海外売上高の割合 

 
23.6％ 

 
10.0％ 

 
11.6％ 

 
45.2％ 

 (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ②各区分に属する主な国又は地域 
       (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
       (2)北        米……アメリカ、カナダ 
       (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
     ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 



平成 15年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 11月 25日

上   場   会   社   名       光洋精工株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号       6473 本社所在都道府県

(URL http://www.koyo-seiko.co.jp/) 大阪府

代　　表　　者　　役職名  取締役社長　　氏名　 田　紘司

問合せ先責任者　　役職名　  常務取締役　　氏名　妹尾　泰輔 TEL (06) 6271 - 8261
中間決算取締役会開催日　　 平成 14年 11月 25日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 14年 12月 10日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年 9月中間期の業績(平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日)
(1)経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 146,191 4.2 4,219 147.4 4,334 102.5
13年 9月中間期 140,246 3.7 1,705 △ 16.8 2,140 △ 6.9
14年 3月期 286,158 3,881 5,421

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 3,234 298.2 16.49
13年 9月中間期 812 - 4.14
14年 3月期 1,788 9.12
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期   196,164,058 株   13年 9月中間期   196,175,184 株   14年 3月期   196,173,137 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 (注)14年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

14年 9月中間期 3.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

13年 9月中間期 3.00 －
14年 3月期 － 6.00

(3)財政状態
株主資本比率 1株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 350,117 119,362 34.1 608.50
13年 9月中間期 352,154 115,823 32.9 590.41
14年 3月期 367,131 117,083 31.9 596.85
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期    　196,159,447 株　13年 9月中間期    　196,175,184 株　14年 3月期    　196,168,923 株

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(13年9月中間期は自己株式を含む）

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期         　15,737 株　  　  　　　　            　    　　14年 3月期          　6,261 株

２. 15年 3月期の業績予想(平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日)
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 292,000 8,000 5,000 3.00 6.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   25 円 49 銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって

　予想数値と異なる場合があります。

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期)純利益 １ 株 当 た り 中 間

当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

 ( 当 期 ） 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本

売   上   高 経　常　利　益

－１５－
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 中  間  貸  借  対  照  表  

                                                     (単位 百万円) 

  

 
科      目 

当 中 間 期 

(14.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(13.9.30 現在) 

前      期 

(14.3.31 現在)  

 （ 資 産 の 部 ）     

  流 動 資 産        １５１,９００        １４８,７０９        １６２,６５８  

 現 金 及 び 預 金         ２７,８２３         １５,１９５         ３０,９１９  

 受 取 手 形            ３,２０３            ４,４５３            ３,３５３  

 売 掛 金          ８２,８３６          ８６,１３９          ８５,３５０  

 有 価 証 券             １１９           １,８１９          ４,１１８  

 棚 卸 資 産         ２７,２１６         ３１,５９７        ２８,４６９  

 繰 延 税 金 資 産             １,８６１             １,６３４            １,５６１  

 自 己 株 式               －               ０               －  

 そ の 他           ８,９２６           ８,０９２            ９,１０７  

 貸 倒 引 当 金      △       ８７      △      ２２４      △      ２２２  

  固 定 資 産         １９８,２１６         ２０３,４４５        ２０４,４７２  

   有 形 固 定 資 産          ８２,５５６          ８７,７１５         ８５,５０５  

 建            物          １９,１０７          １９,７１９          １９,６８７  

 機 械 及 び 装 置          ４０,６１９          ４３,６１６          ４１,５１５  

 土 地          １６,８７０          １６,８７０          １６,８７０  

 そ の 他          ５,９５８          ７,５０９         ７,４３１  

   無 形 固 定 資 産            ７２８            ５５６            ６４３  

   投資その他の資産        １１４,９３１        １１５,１７２        １１８,３２３  

 関 係 会 社 株 式          ９４,４７４          ８８,９７３          ９０,６９７  

 繰 延 税 金 資 産           ８,８１６           ８,６０２            ８,６８４  

 そ の 他           ２４,２３４           ２１,９６０          ２４,１２０  

 貸 倒 引 当 金      △      ２９２      △      ２３９      △      ２７６  

 投 資 損失引当金      △   １２,３０２      △    ４,１２４      △   ４,９０２  

 資  産  合  計        ３５０,１１７        ３５２,１５４        ３６７,１３１  

（注）                                  当 中 間 期        前年中間期     前      期 

 １．有形固定資産の減価償却累計額      229,827百万円     226,542百万円    227,716百万円 

  ２．保証債務              20,502百万円       20,647百万円       24,257百万円 

保証予約              12,244百万円        7,800百万円       8,805百万円 

経営指導念書差入          10,191百万円         8,693百万円        12,616百万円 



   －    － １７

 

                                                                                (単位 百万円) 

  

 
科      目 

当 中 間 期 

(14.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(13.9.30 現在) 

前      期 

(14.3.31 現在)  

 （ 負 債 の 部 ）     

  流 動 負 債         １４１,２８１         １３２,３６１        １６１,２３７  

 支 払 手 形          ４,８５５         １２,５０１         １４,１４０  

 買 掛 金           ６４,６１６           ６０,５１８         ６３,１７６  

 短 期 借 入 金          ３１,３５０          ３１,３５０         ３１,３５０  

 一年以内償還社債           ５,０００          １０,０００         １５,０００  

 一年以内償還転換社債 １９,９９９           －         １９,９９９  

 そ の 他          １５,４６０          １７,９９１         １７,５７１  

  固 定 負 債         ８９,４７３        １０３,９６９         ８８,８１０  

 社 債          ３０,０００          ２５,０００         ２０,０００  

 転 換 社 債          ２０,０００          ３９,９９９         ２０,０００  

 長 期 借 入 金          １５,０００           ５,５００          １５,５００  

 退 職 給付引当金          ２４,１９８          ３３,１６２         ３２,９７１  

 役員退職慰労引当金            ２７４            ３０７            ３３９  

 負  債  合  計         ２３０,７５４         ２３６,３３１        ２５０,０４７  

 （ 資 本 の 部 ）     

  資  本  金           ２５,８９３           ２５,８９３         ２５,８９３  

  資 本 剰 余 金          ６０,６６４          ６０,６６４         ６０,６６４  

  資 本 準 備 金          ６０,６６４          ６０,６６４         ６０,６６４  

  利 益 剰 余 金          ３０,２２０          ２７,２６５         ２７,６５３  

  利 益 準 備 金           ５,８６５           ５,８６５          ５,８６５  

  任 意 積 立 金          １８,９５３          １８,９０２         １８,９０２  

 特 別 償却準備金              ７８              ２７              ２７  

 固定資産圧縮積立金          １,８６９          １,６５２          １,６５２  

 圧縮特別勘定積立金              －            ２１７            ２１７  

 別 途 積 立 金          １７,００５          １７,００５         １７,００５  

 中間(当期)未処分利益           ５,４０１           ２,４９６           ２,８８４  

  その他有価証券評価差額金            ２,５９２            １,９９９          ２,８７４  

  自 己 株 式       △       ８                －      △        ３  

 資  本  合  計         １１９,３６２         １１５,８２３        １１７,０８３  

 負債及び資本合計         ３５０,１１７         ３５２,１５４        ３６７,１３１  



   －    － １８

 

 中  間  損   益   計   算   書  

                                              (単位 百万円) 

  

  

 

 

科             目 

当 中 間 期 

14.4. 1 から 

14.9.30 まで 

前年中間期 

13.4. 1 から 

13.9.30 まで 

前    期 

13.4. 1 から 

14.3.31 まで  

 売      上      高   １４６,１９１   １４０,２４６   ２８６,１５８  

 売    上    原    価   １２８,５５８   １２４,３２１   ２５３,８８７  

 売 上 総 利 益   １７,６３３   １５,９２４    ３２,２７０  

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     １３,４１３     １４,２１９    ２８,３８９  

 営 業 利 益     ４,２１９     １,７０５      ３,８８１  

 営   業   外   収   益       

 受 取 利 息 配 当 金       ５８０       ６０４       ７０３  

 雑     収       入       ５７９       ５６４     ２,４４３  

 営  業  外  費  用     

 支  払  利  息        ５６５        ５７８     １,１５１  

 雑       損       失       ４８０       １５５       ４５５  

 経 常 利 益      ４,３３４      ２,１４０      ５,４２１  

 特   別   利   益     

 固 定 資 産 売 却 益        ４      ２８１      ２８２  

 有 価 証 券 売 却 益 － － ６  

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額      １１９      １５６      １２１  

 厚生年金基金代行部分返上益       ８,８７９           －           －  

 特   別   損   失     

 固 定 資 産 除 却 損         ５０９         １５６         ３８８  

 有 価 証 券 等 評 価 損          ２１       １,４９８       ２,１０６  

 投資損失引当金繰入額 ７,４００             －         ９３０  

 税引前中間(当期)純利益     ５,４０６       ９２３     ２,４０７  

 法人税、住民税及び事業税       ２,４００          １５０     １,３００  

 法 人 税 等 調 整 額   △    ２２７   △     ３９   △    ６８１  

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益     ３,２３４       ８１２     １,７８８  

 前 期 繰 越 利 益     ２,１６６     １,６８４     １,６８４  

 中 間 配 当 額             －             －       ５８８  

 中間(当期)未処分利益      ５,４０１      ２,４９６     ２,８８４  



   －    － １９

 
 中間財務諸表作成の基本となる事項 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 
  （１）有価証券の評価基準及び評価方法 
          子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法 
          その他有価証券 
                時価のあるもの ………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                                            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 
                                              移動平均法により算定） 
                時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法 
  （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
          移動平均法による原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
  （１）有形固定資産………………定率法 
                                ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除 
                                く。）については、定額法を採用しております。 
  （２）無形固定資産………………定額法 
                                なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期 
                                間(５年)に基づく定額法を採用しております。 
 
３．引当金の計上基準 
  （１）貸倒引当金 
        中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に 
        より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上 
        しております。 
  （２）投資損失引当金 
        関係会社に対する出資額の損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 
  （３）退職給付引当金 
        従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、 
        当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
  （４）役員退職慰労引当金 
        役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額のうち、当中間期末において 
        発生していると認められる額を計上しております。 
 
４．リース取引の処理方法 
      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 
      は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
５．消費税等の会計処理 
      税抜方式 
 
（追加情報） 
１．厚生年金基金の代行部分の返上について 
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い､厚生年金基金の代行部分について､平成１４年５月１６ 
日付で厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。 
なお、当社は、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委 
員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係 
る退職給付債務および返還相当額の年金資産の消滅を認識しております。 
２．中間貸借対照表 
中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、改正 
後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
なお、前年中間期および前期についても改正後の表示区分に組み替えております。 



   －    － ２０

 
リ  ー  ス  取  引 

 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額     (単位 百万円） 

 当中間期 前年中間期 前  期  

  （平成14年9月30日現在） （平成13年9月30日現在） （平成14年3月31日現在）  

  取得価額 
相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

中 間 期 末 

残高相当額 
取得価額 
相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

中 間 期 末 

残高相当額 
取得価額 
相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高 
相 当 額 

 

 機械及び装置 426 40 385   426    11   414   426    26   400  

 工具器具備品 1,462 789 672 1,958 1,185   773 2,095 1,348 746  

 合      計 1,888 830 1,058 2,384 1,197 1,187 2,521 1,374 1,146  

② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

  

       １  年  内 

       １  年  超       

   (合          計) 

当 中 間 期 

  306百万円 

  762百万円 

（1,068百万円） 

前年中間期 

 317百万円 

  880百万円 

（1,197百万円） 

前      期 

310百万円 

846百万円 

 (1,156百万円) 

  なお、取得価額相当額および未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、有形固定資産の中間期末(期 

末)残高等に占める未経過リース料中間期末(期末)残高の割合が低いため、支払利子込み法によっており 

  ます。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

支 払 リ ー ス 料 

減価償却費相当額 

当 中 間 期 

167百万円 

167百万円 

前年中間期 

175百万円 

175百万円 

前      期 

353百万円 

353百万円 

 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 
有   価   証   券 

 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                                   (単位 百万円) 

  当中間期 前年中間期 前  期  

  （平成14年9月30日現在） （平成13年9月30日現在） （平成14年3月31日現在）  

  中間貸借対 

照表計上額 
時 価 差 額 

中間貸借対 

照表計上額 
時 価 差 額 

貸借対照表 

計  上  額 
時 価 差 額 

 

 子 会 社 株 式 1,614 1,267 △ 346 1,614 1,535 △  79 1,614 1,338 △ 275  

 関連会社株式 1,888 1,536 △ 351 1,888 1,502 △ 386 1,888 2,017 128  

 合      計 3,502 2,804 △ 698 3,502 3,037 △ 465 3,502 3,355 △ 147  

 

 


